企画グループ
健康医療部の主要施策に関する総合的な調整等を行うとともに、関係機関との連絡、調整を実施した。
１　健康医療行政の企画及び調整

　　健康医療行政を総合的かつ計画的に推進するため、部の主要施策について企画・調整を行った。

　　また、国に対する各種要望事項を取りまとめ、「国の施策並びに予算に関する最重点提案・要望」のほか、「全国衛生部長会」等の機会を捉え、国に対し、健康医療行政の充実等について働きかけた。

２　広報広聴事務
　　健康医療行政に対する府民の理解と協力を得るため、各種広報資料を作成し、広報活動を行うとともに、報道機関に対する積極的な情報提供に努めた。

　　また、健康医療行政に関する府民からの各種要望や提言に適切に対応するため、関係者との密接な連絡調整に努めた。

３　医療費適正化計画の推進

　　生活習慣病の発症・重症化予防の推進等により、府民の生活の質を確保・向上する形で医療の効率化を図り、医療費の適正化をめざすことを目的として、平成25年度に策定した第２期大阪府医療費適正化計画（平成25年度～29年度）の個別施策に関して、「大阪府医療費適正化計画推進審議会」を開催し、平成27年度における実施状況の評価を行うとともに、次期計画の策定に関して意見聴取を行った。

○根拠法令

・高齢者の医療の確保に関する法律第９条

４　公衆衛生研究所の統合・地方独立行政法人化
平成29年４月に大阪市立環境科学研究所との統合・地方独立行政法人化への円滑な移行を実現するため、大阪市とともに必要な事務手続を処理する等、計画的に準備を進めた。また、統合・地方独立行政法人化後に設立する大阪健康安全基盤研究所の最適化に向けた仕組みを具体化するため、地方衛生研究所としての機能強化及び施設のあり方について検討を進め、「大阪府市地方独立行政法人大阪健康安全基盤研究所評価委員会」を開催し、今後の具体的施策を盛り込んだ同研究所の第１期中期目標及び中期計画案（平成29年度～33年度）等をとりまとめた。
５　厚生統計調査
	年　　度
	平成２６年度
	平成２７年度
	平成２８年度

	予算額（千円）
	２３，７６８
	１５，０００
	１７，４２６

	決算額（千円）
	１４，７８８
	１３，０７２
	１５，６２４


（１）人口動態調査
　人口動態調査令に基づき、戸籍法に規定する出生、死亡、婚姻及び離婚の各届出及び省令で定める死産の届出に関する規程による届出から、人口動態の事象を常時把握し、各般の行政施策推進に必要な基礎資料を得るための調査を実施した。
（２）保健統計調査
　　　保健衛生行政施策の企画・立案の基礎資料を得るための調査を実施した。
　　　（調査項目）
　　　　　地域保健・健康増進事業報告
　　　　　衛生行政報告例
　　　　　病院報告
　　　　　国民生活基礎調査（世帯票・健康票・介護票）
　　　　　医療施設動態調査
　　　　　社会保障・人口問題基本調査

　　　　　医師・歯科医師・薬剤師調査
　　　　　
（３）社会福祉統計調査
　　　社会福祉行政施策の企画・立案の基礎資料を得るための調査を実施した。
　　　（調査項目）
　　　　　福祉行政報告例
国民生活基礎調査（所得票・貯蓄票）
　　　　　政策統括官調査

　　　　　社会・援護局調査
（４）統計調査データ作成関係
　　　人口動態調査等の各種統計調査については、その調査結果として国から還元される府内データ（電子）を集計処理し、各種統計表を作成し、その結果は「主要健康福祉データ」として健康福祉行政の企画立案に活用するとともに、府のホームページに掲載し、広く府民に公表している。
